
  

国立大学法人滋賀医科大学事業報告書 

 

 

Ⅰ 法人の長によるメッセージ  

（１）事業概要 

本学は、「一県一医大」構想の下、医学部医学科の単科大学として昭和49年10月１日

に開学、昭和53年には附属病院が開院しました。その後、昭和56年に大学院医学系研

究科、平成６年には医学部看護学科、平成10年には大学院医学系研究科看護学専攻修

士課程を設置して現在に至っています。 

本学の使命は次の３つです。 

・豊かな教養、確かな倫理観、高い専門的知識を有する信頼される医療人を育成する

こと 

・研究倫理と独創性を有する研究者を養成し、特色ある研究を世界に発信すること 

・信頼と満足を追求するすぐれた全人的医療を地域に提供し、社会に貢献すること 

これらの使命を果たすべく機能強化に向けた改革を推進しています。 

（２）経営環境 

今般、円安及び世界的な情勢不安により光熱費は高止まり、物資の高騰は加速するな

ど、支出の増加が著しくなっています。一方、数年来続いたコロナ禍の終息と教職員の

不断の努力により附属病院の稼働状況が劇的に回復したことで、収入も予想を上回って

推移しています。この結果、人材育成の継続と地域医療への貢献を果たしながら、特定

機能病院としての高度医療を推進し、研究活性化に伴う外部資金を着実に増加させるこ

とで、黒字経営を維持するとともに、安定的な経営状況を維持しています。 

（３）重要な業務運営上の出来事等 

 令和５年度は、第４期中期目標・中期計画の２年目となり、引き続き「サステナブル

でアトラクティブな滋賀医科大学」のキーワードに則って、①人材育成のサステナビリ

ティ、②財政のサステナビリティ、③施設と設備のサステナビリティを推進しています。 

①人材育成のサステナビリティに関して、医学関係では、将来の本学の発展と滋賀県の

医療を牽引する専攻医のリクルートが順調に進み、過去最高となる７３名をリクルート

できました。看護学関係では、令和６年４月から大学院医学系研究科に看護学専攻博士

後期課程の新設が認められ、定員３名に対して４名を確保するなど順調にスタートでき

る環境が整いました。 

②財政のサステナビリティに関して、昨年度は医学部附属病院の良好な経営状況と光熱

水費の高止まりが相まって、乗り切ることができました。しかし、建設資材費や設備費

の高騰と人件費の増加は依然として継続しており、とりわけ医師の働き方改革の影響は

計り知れず、厳しい状況におかれていることに変わりはありません。 
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③施設と設備のサステナビリティに関して、病院機能強化棟 I期工事の竣工により、放

射線治療部門のリニューアル、光学医療診療部の移設・増設による高度急性期機能の強

化を図りました。また、開学 50 周年記念事業の一環である学生食堂及び中庭のリニュ

ーアル並びに同窓会ラウンジの新設について、学内外から多額の寄附が寄せられ着工に

至っています。 

 

Ⅱ 基本情報  

 

１．国立大学法人の長の理念や経営上の方針・戦略及びそれを達成するための計画等 

（前文）法人の基本的な目標 

滋賀医科大学は、第４期中期目標期間に開学 50 年を迎えます。引き続き教職員及び

学生が相互に尊重し明るく前向きに活動できる魅力ある（＝アトラクティブな）大学と

して持続し続けるため、“サステナブルでアトラクティブな大学”をキーワードに掲げ、

本学の理念である“地域に支えられ、地域に貢献し、世界に羽ばたく大学として、医学・

看護学の発展と人類の健康増進に寄与する”ため、以下の目標を推進します。 

１．滋賀県における医師不足が慢性化する中、地域医療のサステナビリティのために最

も重要なことは、滋賀県に定着する優秀な医師の育成です。このため、学部教育にお

ける地域枠・地元枠の有効活用と地域基盤型教育を充実させて、将来の医師像を明確

にした卒前・卒後キャリアパスに基づいた医師の人材育成を行います。また、高齢化

の進行に伴い地域包括医療の比重が重くなる中、重要な役割を果たすのは訪問看護を

含む新たな慢性期看護医療をリードできる優秀な看護師と、今後、医師の働き方改革

を進める上で、高度急性期医療における安全な医療遂行のためには、特定行為看護師

の役割が益々重要となります。さらに新型コロナウイルス感染を契機に感染症専門看

護師の必要性も大きくなりました。このため、未来のリーダーとなる看護師を関連施

設や自治体と協働して育成します。 

２．教育のサステナビリティ強化は、Society 5.0を目指す社会変革の中で、医学領域

においても AI 開発、ビッグデータ解析等の ICT を駆使できる人材養成が求められる

ため、学部と大学院に STEAM教育を取り入れ、新型コロナウイルス感染環境で立ち上

げたオンライン教育、シミュレーション教育を発展させ、未来に向けた教育システム

を構築します。 

３．研究のサステナビリティ強化は、神経難病研究センター、動物生命科学研究センタ

ー、先端がん研究センター、NCD疫学研究センターにおける国際的発信力を持つ特色

ある研究の深化に加え、幅広い領域での研究活動を活性化させる必要があり、その中

で将来のリーダーとなる若手人材育成を推進するとともに、産学連携研究の推進によ

り外部資金の獲得を増加させ、教育研究環境の改善を図ります。 

４．業務運営のサステナビリティ強化は、ソフト面では透明性のある内部統制機能強化、 
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デジタル技術の活用を含む業務効率化、多様なステークホルダーとのコミュニケーシ

ョン推進、男女共同参画推進計画の地域への展開、ハラスメント防止の推進、ハード

面では附属病院の機能強化棟整備、施設と設備のマスタープランの確立と実行等に取

り組みます。 

（第４期中期目標前文より） 

 

２．沿革  

S49  2.16 滋賀医科大学創設準備室を京都大学に設置   

10. 1 滋賀医科大学開学 

S51  5.10 附属病院創設準備室を設置 

S53  4. 1 医学部に附属病院を設置(附属病院創設準備室の廃止) 

     6.28  共同研究施設を設置（共同利用棟、ＲＩ施設、動物実験施設をそれぞ

れ共同研究センター、放射性同位元素研究センター、実験動物センタ

ーと改称） 

    10. 1   医学部附属病院開院、医学部附属病院中央診療施設を設置 

S54 12.12   解剖センターを設置 

S55  4. 1  医学部附属動物実験施設を設置（実験動物センターの廃止） 

S56  4.14   大学院医学研究科を設置 

S57  4. 1  医学部附属実験実習機器センターを設置（共同研究センターの廃止） 

H 1  6.28  分子神経生物学研究センターを設置 

H 2  6. 8  保健管理センターを設置 

H 6  4. 1  医学部看護学科を設置 

H 9  4. 1  マルチメディアセンターを設置 

H10  4. 1   医学系研究科看護学専攻修士課程を設置 

H11  4. 1    分子神経科学研究センターを設置(分子神経生物学研究センターの廃

止)、治験管理センターを設置 

H12  4. 1   運営諮問会議を設置 

H14  4. 1  動物生命科学研究センターを設置（医学部附属動物実験施設の廃止） 

   4.17 卒後臨床研修センター、地域医療連携室を設置 

       5.22   ＭＲ医学総合研究センター、生活習慣病予防センターを設置 

H15  7.23   国際交流支援室を設置 

H16  4. 1   国立大学法人滋賀医科大学を設立 

学外有識者会議を設置（運営諮問会議の廃止） 

医療人育成教育研究センターを設置 

監査室を設置 

H17  4. 1  実験実習支援センターを設置（医学部附属実験実習機器センター、放
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射性同位元素研究センターの廃止） 

H19  2. 1  滋賀医科大学保育所を設置 

産学連携推進機構を設置 

H21  4. 1   医師臨床教育センターを設置（卒後臨床研修センターの廃止） 

分子神経科学研究センターの改組（研究分野） 

H21  4. 1    神経難病研究推進機構を設置 

H21 12. 1   看護臨床教育センターを設置 

H23  7. 1  男女共同参画推進室を設置 

H23 10. 1  臨床研究開発センターを設置（治験管理センターの廃止） 

H24  4. 1   臨床遺伝相談科を設置 

中央診療部、医療安全管理部等の各部を改組し、中央診療部門、中央

手術部門、診療・教育・研究支援部門に再編 

H25  4. 1  アジア疫学研究センターを設置（生活習慣病予防センターの廃止） 

H26  4. 1  ＭＲ医学総合研究センターを分子神経科学研究センターに統合 

      地域医療教育研究拠点を設置 

H27 11.26  倫理審査室を設置  

H28  4. 1  神経難病研究センターを設置（分子神経科学研究センターの廃止） 

 H29  4. 1   看護師特定行為研修センターを設置 

5. 1   研究活動統括本部を設置（研究活動推進室、産学連携推進機構の廃止） 

H30  4. 1   情報総合センターを設置 

       6.14   教育推進本部を設置 

H31  4. 1   総合戦略会議を設置 

       IR室を設置 

       先端がん研究センター、アドミッションセンターを設置 

 R1   7. 1   医学・看護学教育センターを設置（臨床教育講座・医療人育成教育研 

   究センターの廃止） 

 R2   4. 1  国際交流センターを設置（国際交流支援室の廃止） 

 R3   4. 1  NCD疫学研究センターを設置（アジア疫学研究センターの廃止） 

 R4   4. 1  先端医学研究機構を設置（神経難病研究推進機構の廃止） 

        創発的研究センターを設置 

 R6  4. 1    大学院医学系研究科看護学専攻博士後期課程を設置 

 

３．設立根拠法 

 国立大学法人法（平成 15年法律第 112号） 
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４．主務大臣（主務省所管局課）  

 文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 

 

５．組織図（令和５年５月１日現在） 

 

６．所在地  

滋賀県大津市瀬田月輪町 

 

７．資本金の状況 

14,099,849,062円（全額 政府出資） 
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８．学生の状況（令和５年５月１日現在） 

 総学生数        1,132人 

   学士課程              926人 

   修士課程               48人 

   博士課程              158人  

 

９．教職員の状況（令和５年５月１日現在）  

 

 教員    394人（うち常勤 389人、非常勤 5人） 

 職員  1,926人（うち常勤 1,022人、非常勤 904人） 

 

（常勤教職員の状況） 

 常勤教職員は前年度比で 1 人(0.1％)減少しており､平均年齢は 37.3 歳(前年度 37.4

歳)となっています。このうち、国からの出向者は０人、地方公共団体からの出向者は

０人、民間からの出向者は０人です。 

 

（女性活躍推進法等における指標及び取組） 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

法令に基づく情報公表区分 情報公表項目 数値 

女性労働者に対する職業生

活に関する機会の提供 

教員に占める女性労働者

の割合 

27.4% 

（令和６年５月１日現在） 

職業生活と家庭生活の両立

に資する雇用環境の整備 

事務職員の一月当たりの

平均残業時間 

15.2時間※１ 

（令和５年度） 

男女の賃金の差異に関する

実績 

全労働者 82.2%（令和５年度）※２ 

 うち正規雇用労働者 90.1% 

 うち非正規雇用労働者 68.4% 

※１ 派遣労働者を除く。 

※２ 男性の賃金に対する女性の賃金割合については、以下のとおりに算出している。 

   賃金は、基本給、超過勤務に対する手当、賞与等を含み、退職手当、通勤手当等

を除く。 

   正規雇用労働者には、本学において給与を支給している出向者も含む。 

   非正規雇用労働者には、有期雇用労働者、パートタイム職員を含み、派遣職員を

除く。 
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育児・介護休業法 

法令に基づく情報公表区分 数値 

男性労働者の育児休業取得状況  47％（令和５年度） 

 

 本学では、男性教職員の育児休業取得率を 50％以上とするとともに、継続的に教職

員の意識を啓発することにより、職場環境の向上を目指します。また、不妊治療を受け

る教職員に配慮した措置を実施することとしています。 

 

１０.ガバナンスの状況 

（１）ガバナンスの体制 

 当法人では、経営、教育研究及び社会貢献活動の安全性と健全性を示すため、学長を

「最高管理責任者」、理事（総務・財務・施設担当）を「統括管理責任者」とする内部統

制システムを整備しています。また、役員として、法人の業務を監査する監事２名を置

いており、監事が適切に監査業務を遂行するため監査室を設置し、監事監査を支援する

等の体制を整備しています。さらに、会計監査については、会計監査人から監査の方針

及び実施計画を聴取し、随時監査に立ち会い、経過及び結果の報告並びに説明を受ける

ほか、必要に応じて財産の状況を調査し、会計担当者に説明を求めることで、効果的な

監査業務体制を構築しています。 

 なお、内部統制システム及び監事監査に関する規程等については、大学ホームページ

「法定等公開情報」の「業務に関する情報」及び「評価・監査に関する情報」において

公表しています。 
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（２）法人の意思決定体制 

当法人における意思決定は、国立大学法人滋賀医科大学管理運営組織規程により、役

員会、教育研究評議会、経営協議会、総合戦略会議、学外有識者会議をはじめ、学内外

の多様な関係者の意見等を参考にして法人経営を行う体制を整備しています。 

 なお、管理運営組織における役員会等の構成員及び規程等については、大学ホームペ

ージ「運営組織」において公表しています。 
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６．運営費交付金債務及び当期振替額の明細

（１）運営費交付金債務の増減額の明細 （単位：百万円）

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

　　①令和４年度交付分 （単位：百万円）

　　②令和５年度交付分 （単位：百万円）

①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費
用進行基準を採用した業務以外のすべての業務
②当該業務に係る損益等
　ｱ)損益計算書に計上した費用の額：4,928
　(人件費：4,658、その他の経費：269)
　ｲ)自己収入に係る収益計上額：-
　ｳ)固定資産の取得額：13,560
　(建物：5,782、工具器具備品：7,376、図書：401)
③運営費交付金収益化額の積算根拠
　学生収容定員が一定数（90％）を満たしていたため、
期間進行業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。

資本剰余金 -

計 4,956

112

区　　分 金　額

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益 4,956

206

内　　訳

業務達成基準
による振替額

内　　訳

期首残高 期末残高

-

小計資本剰余金
運営費

交付金収益

当期振替額

12 - 12

- 5,793 5,587 - 5,587

交付年度

令和４年度 12 -

合　　　計 12

区　　分 金　額

-

交付金当
期交付金

令和５年度

費用進行基準
による振替額

運営費交付金収益 12

①費用進行基準を採用した事業等：
　退職手当、年俸制導入促進費
②当該業務に係る損益等
　ｱ)損益計算書に計上した費用の額：12
　(人件費：12)
③運営費交付金収益化額の積算根拠
　費用進行に伴い支出した運営費交付金債務12百万円を
収益化。

資本剰余金

計 12

運営費交付金収益 112
①業務達成基準を採用した事業等：
　教育研究組織改革分、基盤的設備等整備分
　障害学生支援分
②当該業務に係る損益等
　ｱ)損益計算書に計上した費用の額：92
　(人件費：65、その他の経費:27)
　ｲ)自己収入に係る収益計上額：-
　ｳ)固定資産の取得額：19
　(工具器具備品：6、建物：13)
③運営費交付金収益化額の積算根拠
　本学動物生命科学研究センターにおける改修工事の一
部が翌事業年度に持ち越しとなったため、令和５年度中
の業務達成基準に伴い支出した運営費交付金債務を収益
化。

資本剰余金 -

計
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（３）　運営費交付金債務残高の明細 （単位：百万円）

合　　　計 5,587

費用進行基準
による振替額

運営費交付金収益 518 ①費用進行基準を採用した事業等：
　退職手当、年俸制導入促進費
　移転費、建物新営設備費
　教育・研究基盤維持経費
②当該業務に係る損益等
　ｱ)損益計算書に計上した費用の額：518
　(人件費：330、その他の経費:188)
　ｲ)自己収入に係る収益計上額：-
　ｳ)固定資産の取得額：-
③運営費交付金収益化額の積算根拠
　費用進行基準に伴い支出した運営費交付金債務518百万
円を収益化。

資本剰余金 -

計 518

令和５年度

業務達成基準を採用した
業務に係る分

107

・基盤的設備等整備分（げっ歯類とカニクイザルを用い
た新興感染症研究に対する研究支援システム）
本学動物生命科学研究センターの改修工事中にアスベス
トが検出されたことで、想定外の除去作業等により令和
５年度中の工事完了が不可能となったために発生した執
行残であり、翌事業年度に使用する予定。

期間進行基準を採用した
業務に係る分

－ 該当なし

費用進行基準を採用した
業務に係る分

98
・退職手当、年俸制導入促進費
退職手当、年俸制導入促進費の執行残であり、翌事業年
度に使用する予定。

計 206

交付年度 残高の発生理由及び収益化等の計画運営費交付金債務残高
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Ｖ　参考情報

１．財務諸表の科目の説明

①　貸借対照表

前受受託研究費 受託研究費を受領した場合に計上される負債

前受共同研究費 共同研究費を受領した場合に計上される負債

前受受託事業費等 受託事業費等を受領した場合に計上される負債

長期未払金 長期契約等に基づき一定の金額を支払う義務を負う場合の未払い残高

運営費交付金債務 国から交付された運営費交付金の未使用相当額

寄附金債務 企業等より受け入れた寄附金の未使用相当額

資産除去債務 有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用によって生じ、当該有形固定資産

の除去に関して、法令又は契約で要求される法律上の義務及びそれに準ずるもの

たな卸資産 貯蔵品等

長期繰延等

一年以内のリース期間に係る未経過リース料は流動負債に計上

引当金 将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもの

退職給付引当金が該当

長期借入金 事業資金の調達のため国立大学法人が借り入れた長期借入金

一年以内の返済予定額は流動負債に計上

長期リース債務 貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料

現金と預金（普通預金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金）の合計額

一年以内の返済予定額は流動負債に計上

その他の流動資産 前払費用、未収収益等

特許権、ソフトウェア、特許権仮勘定等

医薬品及び診療材料 医学部附属病院で使用する医薬品及び診療材料

投資その他の資産 投資有価証券等

大学改革支援・学位授与 旧国立学校特別会計から独立行政法人大学改革支援・学位授与機構が承継した財政融

機構債務負担金 資資金借入金で、国立大学法人等が債務を負担することとされた相当額

額を預り補助金等から長期繰延補助金等に振り替える

計上された長期繰延補助金等については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それ

徴収不能引当金 将来の附属病院収入の減少であって、その発生が当期以前の事象に起因し、発生の

可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積もった当該金額

その他の有形固定資産 美術品・収蔵品、船舶、車両運搬具、建設仮勘定

無形固定資産

預り補助金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借対照表計上額と同

と同額を長期繰延補助金等から補助金等収益（収益科目）に振り替える

有形固定資産 土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有形の固定資産

ービス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた累計額

減価償却累計額 償却資産の減価償却費を積み上げたもの

減損損失累計額 減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比して著しく低下

し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の価額を回収可能サ

現金及び預金
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②　損益計算書

受託事業等収益 受託事業の進行に応じて、当期の収益として認識した相当額

運営費交付金収益

入学検定料うち、当期の収益として認識した相当額

人件費 国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費

一般管理費 国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費

財務費用

入学料収益

検定料収益

入学料のうち、当期の収益として認識した相当額

教育研究支援経費 附属図書館、マルチメディアセンター等の特定の学部等に所属せず、法人全体の教育

運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額

授業料収益 授業料のうち、当期の収益として認識した相当額

教育経費

附属病院収益 附属病院において診療により獲得した収益

受託研究収益 受託研究の進行に応じて、当期の収益として認識した相当額

共同研究収益 共同研究の進行に応じて、当期の収益として認識した相当額

国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費

研究経費 国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費

診療経費 国立大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要した経費

及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織であって学生及び教員

の双方が利用するものの運営に要する経費

支払利息等

受託研究費 外部からの研究委託により発生した研究経費

共同研究費 外部との共通課題について行う研究により発生した研究経費

受託事業費 外部からの業務委託により発生した事業経費

目的積立金 前の中期目標期間終了時における積立金の処分について、今中期目標期間における

中期計画に記載された積立金の使途に充てることを承認された額

業務費 国立大学法人等の業務に要した経費

資本剰余金 国から交付された施設費等により取得した資産（建物等）等の相当額

利益剰余金 国立大学法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額

前中期目標期間繰越積立金 中期目標期間最終年度における積立金のうち、文部科学大臣より次期中期目標期間

への繰越が承認された額

賞与引当金 翌期の特定の費用を当期の費用として見越し計上するもの

その他の流動負債 未払消費税等

政府出資金 国からの出資相当額

未払金 支払い義務が発生しているもので、支払い期限が貸借対照表日後一年以内に到来す

一年を超える支払い期限の未払金は長期未払金に計上

未払費用 給与、支払利息等の未払費用

預り金 他者からの金銭の受け入れで、後日、預かった者又は第三者に対して支払うべきもの

で、その支払い期限が貸借対照日後１年以内のもの

一年を超える支払い期限の預り金は固定負債に計上

るもの
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③　キャッシュ・フロー計算書

２．その他公表資料等との関係の説明

事業報告書に関連する報告書等として、以下の資料を作成しています。

大学概要については、当法人の理念や目標、組織の基本情報が載っています。

当資料は当法人のホームページに掲載しています。

滋賀医科大学ホームページ＞大学紹介＞大学概要

（https://www.shiga-med.ac.jp/introduction/profile）

統合報告書については、当法人の教育・研究・臨床、特徴的な取組みや

財務情報といった情報が載っている。当資料は当法人のホームページに

掲載しています。

滋賀医科大学ホームページ＞大学紹介＞統合報告書

（https://www.shiga-med.ac.jp/introduction/integratedreports）

寄附金収益 寄附金のうち、当期の収益として認識した相当額

補助金等収益 国等からの補助金のうち、当期の収益として認識した相当額

施設費収益 施設費補助金のうち、当期の収益として認識した相当額

業務活動によるキャッシュ・原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び運営費交付金収入

立金取崩額

目的積立金取崩 目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のうち、特に教育

研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それから取り崩しを

行った額

雑益 財産貸付料収入、科学研究費補助金の間接経費等

臨時損益 固定資産の除却（売却）損等

前中期目標期間繰越積 前中期目標期間より繰り越した積立金について、取り崩しを行った額

財務収益 預金利息、有価証券利息等

財務活動によるキャッシュ・増減資による資金の収入・支出、債権の発行・償還及び借入れ・返済による収入

フロー ・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況

フロー 等の、国立大学法人の通常の業務の実施に係る資金の収支状況

投資活動によるキャッシュ・固定資産や有価証券の取得・売却等による収入･支出等の将来に向けた運営基盤

フロー の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況
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